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気候政策シンクタンク Climate Integrate

p 持続可能な社会の実現のために、調査分析・対話・コミュニケー

ションを通じて政策と行動を促進

p 科学と政治と社会をつなぐ統合的なアプローチでさまざまなアク

ターの脱炭素への取り組みを支援
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Part 1

気候変動の危機を共有する



5

日本の人々の危機意識 ---世界でも有数の低い国

日本の人々は気候変動を重大視している？
（16-25歳）
日経新聞 2023.7.15記事

気候変動が人々や地球を脅かすことを
極度に、またはとても心配している人の数

日本は、11カ国中最低の16%



気候変動は、人類が直面する最も深刻な危機である
〜気候変動を表す言葉がどんどん厳しい表現に変化し、危機感が募っている
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地球温暖化 Global Warming
気候変動 Climate Change

気候危機 Climate Crisis
気候非常事態 Climate Emergency

地球沸騰化     Global Boiling
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国連からも緊急で大胆な行動への呼びかけ

“我々は気候地獄に向かう高速道路でアクセルを踏み続けている” 2022.11

“全ての国に化石燃料企業からの広告を禁止するよう求める” 2024.6

“熱波が深刻な影響を及ぼしている。気温上昇に立ち向かわねばならない” 
2024.11

グテーレス国連事務総長
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世界の平均気温の変化

出典：Our World in Data, Global Carbon Budget よりClimate Integrate作成 出典：IPCC第6次報告書より、Climate Integrate「気候変動の今」

これまでに1.1℃上昇→

世界の化石燃料起源のCO2排出量

温室効果ガス・CO2の排出による温暖化の進行が深刻である
 〜1850年頃からの化石燃料からのCO2排出が主要因（左図）で、地球の平均気温は前例のない温暖化に（右図）
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2024年の世界の平均気温：昨年に続き、高い水準で推移
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2024年の世界の平均海水温度：非常に高い水温を記録
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地球の平均気温（西暦0年 – 2100年見通し）

今後さらなる気温上昇が予測し、さらなる気候の激甚化が予測
 〜現状のままでは2.6 – 3.1℃ （シナリオ③）まで上昇するが、私たちの行動次第で上昇幅は変えられる

出典： IPCC「第6次評価報告書 WG1 SPM1、SPM.8」よりClimate Integrate作成
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2030年までが重要
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世界の化石燃料起源のCO2排出量と
2030年までに1.5℃整合に求められる削減量

主な要因である化石燃料を急速かつ大幅に減らす
〜 なかでもCO2を最も多く排出する石炭は早急に減らす必要がある

出典：＞ Our World in Data, Global Carbon Project, IPCC SR15  and Carbon Briefを基にClimate Integrateが作成
Copyright (C) 2024 Climate Integrate. All rights reserved



Part 2

日本の動向を知る
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日本が目指す2050年カーボンニュートラル
〜2050年カーボンニュートラルを掲げる日本。現状では2030年目標の達成は難しく、強化が必要

Copyright (C) 2024 Climate Integrate. All rights reserved

* Climate Analyticsに基づく
出典：Climate Analytic「1.5°C-consistent benchmarks for enhancing Japan’s 2030 climate target」、国立環境研究所「日本の温室効果ガス排出量データ」を基にClimate Integrate作成
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出典：Japan Beyond Coal

温室効果ガス排出量の内訳（2022年） 石炭火力：162基稼働中 (2024.10.1現在)

大規模な排出源からの排出を減らす
 〜排出の最大の原因「火力発電」「クルマ」「製造業」のインフラの転換が必要になる

Copyright (C) 2024 Climate Integrate. All rights reserved

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、国立環境研究所「日本の温室効果ガス排出量
データ」を基にClimate Integrate作成



政府の方針は、既存インフラを維持しながら”イノベーション“開発
〜2030年までの削減寄与なし・高コスト・不透明な実用化 ー現行の産業システムの延命策との指摘も

• 石炭火力や原発を維持しながら”イノベーション”でCO2を削減
• アンモニア・水素・原発・CO2回収利用貯留技術（CCUS)に重点

アンモニアを混焼する技術の検証
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出典：Climate Integrate 「迷走する日本の脱炭素：アンモニア利用への壮大な計画」

アンモニアを混ぜてもCO2排出はほとんど減らない

「過去への投資ではないか？」 - Transition Zero
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政府は原発の再稼働と新設の推進へ - 脱炭素への貢献は極めて限定的

• 24基が廃炉。現在の役割は限定的（事故後の発電割合は6%前後）

出典：資源エネルギー庁

※ 以下の想定に基づきClimate Integrateが推計
・ 運転期間：原則40年、延長認可済8基（2024年7月現在）は60年。
・ 設備利用率：運転開始40年まで75%、50年まで65%、60年まで55%。
・ 総発電電力量：2022年度実績から2030年度（政府見通し9,340億kWh）まで均一に減少と

 想定。2030年以降一定。

出典：総合エネルギー統計、資源エネルギー庁資料等を基にClimate Integrate作成、協力：歌川学（産業技術総
合研究所）

総発電電力量に占める原子力発電割合の見通し
（Climate Integrate推計）



Part 3

気候変動の根本解決に向けて

日本をリデザインする
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出典：Climate Integrate「2035年電力システム脱炭素化への政策転換」

気候変動への取り組みは、新しい経済社会くらしを作ること
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❶ エネルギー

化石燃料 → 再生可能エネルギー

❷ 住宅・建築物

断熱・高効率の設備や機器

❸ 運輸
公共交通・徒歩・EV・物流効率化

❹ 食・生産消費
持続可能な農林水産、地産地消・

菜食

地域・くらし・仕事
地域課題解決・経済再生・自然の保全

カーボンニュートラルに向けて
根本的な変革が必要な領域
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❶作るエネルギーをクリーンに：再生可能エネルギーを増やす

• 太陽光・風力・小水力：燃料費がかからず、地域で導入でき、環境にやさしい
• コストが急速に低下
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出典：IEA “World Energy Outlook 2024” を基にClimate Integrate作成

世界の電源別の発電電力量（IEAネットゼロシナリオ）世界の再エネ導入拡大によるCO2排出削減への貢献（IEA）

出典：IEA ”From Taking Stock to Taking Ac?on” を基にClimate Integrate作成
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日本に再生可能エネルギーのポテンシャルは豊富にある



太陽光発電の導入の現状とポテンシャル 適切な場所への設置でポテンシャルを活用

太陽光発電の導入の現状とポテンシャル（GW）

※導入ポテンシャルは太陽光発電協会（JPEA）より。DC=直流、その他はAC=交流

出典：太陽光発電協会「PV Outlook 2050（2024年版ver.1）」、資源エネルギー庁「脱炭素電源につ
いて 」(2024年7月8日。p.13）よりClimate Integrate作成

出典：国土交通省、JPEAの資料等を基にClimate Integrate 試算・作成
協力：歌川学（産業技術総合研究所)

太陽光パネルが国土面積に占める割合

（JPEAの2050年ビジョン（400GW）を達成した場合）

森林 250,300 k㎡
(66.2%)

建物のうち太陽光パネル
設置⾯積, 1,891 k㎡
(0.5%)

農地のうち太陽光パネ
ル設置⾯積, 1,065 k㎡
(0.3%)

その他（道路、⽔⾯
等）64,200 k㎡

(17.0%)

農地
43,700 k㎡

 (11.6%)

農地
 43,700 k㎡

農地の太陽光
パネル設置 7%

建物 
19,700 k㎡

太陽光パネル
設置 10%

太陽光パネルが建物面積に占める割合

（2050年）

建物（住宅,⼯業⽤地,
その他宅地)
19,700 k㎡ (5.2%)

* ⽇本の国⼟⾯積 約378,000 k㎡

太陽光パネルが農地面積に占める割合

（2050年）



26@株式会社さがみこファーム



再エネ主力電源化による日本へのベネフィット
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エネルギー安全保障の強化
● 海外資源への依存のリスク低減
● 貿易収支の改善
● 電力自給率の向上

再エネ拡大で日本の
国益・経済・くらしを守る

脱炭素社会の実現
● 1.5℃目標の実現に向けた急速

かつ大幅なCO2削減
● 自然資本の保全
● 気候変動に起因する広範な

リスクの低減

経済成長・国際競争力強化

● 新規産業・雇用創出
● 成長する再エネ市場における

国際競争力の獲得
● 燃料価格高騰に影響されない

強い経済

地域活性化
● 市民参加の再エネ事業で地域経

済・コミュニティが活性化
● 新規産業・雇用創出
● 防災、農林水産業振興
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事例：大学のキャンパスを100%再エネへ：千葉商科大学から大学リーグへ

自然エネルギー大学リーグ

原科幸彦（千葉商科大学学長／代表世話人）
岩切正一郎（国際基督教大学学長）
岸田宏司（和洋女子大学学長）
髙祖敏明（聖心女子大学学長）
林佳世子（東京外国語大学学長）
金田一真澄（長野県立大学学長）
曄道佳明（上智大学学長）
越智光夫（広島大学学長）
田中雄二郎（東京医科歯科大学学長）

学び・実践の機会を通じて担い手を育成
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これから進む「洋上風力」



30https://power-shift.org/

購入電力を切り替えるーパワーシフト
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使うエネルギーを少なく：我慢の省エネではなく、賢い省エネ

省資源・低炭素資材・木材利用・
長寿命化・断熱・高気密・パッシブ

スリム化・高効率化 小型化・軽量化・高効率化

建物 システム・設備・機器 輸送機関

工場 オフィス
ボイラー 熱交換器 配管

エアコン 冷蔵ケース サーバー
マンション アパート

飛行機 船舶

トラック 車 鉄道

戸建

[住宅]

[非住宅] [製造ライン・プラント・機材]

電化エネルギーマネジメント 再エネ

出典：Climate Integrate
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❷ 住宅物・建築物のインフラ対策
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36動画：清滝⼩学校事例

千葉商科⼤学での断熱ワークショップ
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政府も支援策（補助金）
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❸ 運輸 クルマ・乗り物・移動のゼロエミッション化
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❹ 食料・生産消費システム

生産 消費 廃棄 食料システム全体
出典：WWF

食材の中でも牛肉のCO2
排出量は圧倒的に大きい



自分事として、行動の一歩を踏み出す

一人ひとりの力が必要とされている
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情報 知識 人 専門家ネット
ワーク アイディア

仲間 プロセス 場 声 確信

私たちの中にある課題

「できることは限られる」
「関係ない」「わからない」「自信がない」
「どうせ無理」
「忙しい」「お金がない」
「目立ちたくない」「勇気がない」「意識高い系」

社会との間にある課題

• 知らない・知る機会がない。だから危機感がない
• 無力感・あきらめ・絶望・見たくないと目を背け

る
• 一人ひとりと「社会課題」との断絶。自身の可能

性を過小評価
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自分の関心ごと・地域の課題から、取り組みを始める
 〜自分の地域で、一人ひとりが「仕組みづくり＝システムチェンジ』の担い手になる

一人一人の取り組みには、さまざまなアプローチ・場所・テーマ・方法がある。
重要なのは、「個人の省エネ」を超え、「仕組み」「まちづくり」につながる取り組みを探ること。

仲間と
話題にする（関心を示す）、フォロー・応援・賛同・署名・参加する（共感を示す）

職場や学校で
組織・部局でできる対策を練り、相談し、実践してみる
仲間と一緒に学校や会社の対策強化に挑戦する

地域で
地域課題の中に取り込み、連動できることを探る
地域で、市民と自治体・議員・企業などが横でつながる
自治体の計画や施策で実践する
まちづくり・まちおこしのきっかけ・軸に据える 

Copyright (C) 2024 Climate Integrate. All rights reserved

学ぶ つながる テーマを
見つける
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事例：地域から動き出した ー兵庫県豊岡市神鍋高原

• 神鍋のスキーリゾートの危機・観光業の危機
→ 観光協会として脱炭素への取り組みをテコに
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事例：自分たちで村の行動計画を考えて提案 ー白馬村
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事例：自分たちの地域から一歩を踏み出すーゼロエミッションを実現する会



気候変動に取り組むことにより、愛するものを守ることができる
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• 環境・生き物を守る
• 健康・命を守る
• 家計を助ける
• 仕事を守る・経済を守る
• 食・文化や伝統をつなぐ
• スポーツ・娯楽を守る
• 新しい仕事を創る
• 新たな価値を創造する
• 将来世代に責任を持つ
• 希望を持ち元気になる
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事例：署名 ー署名をすることが大きな「力」になる
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事例：若者気候訴訟
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事例：気候市民会議

• 市民の参加による市民の協議

• フランスなど海外で事例

• 日本でも
• 札幌市
• 川崎市
• 武蔵野市
• 多摩市
• さいたま市
• 日野市
• つくば市
• 杉並区
• 松本市（実施中）、など



出典：『気候変動パーフェクトガイド』（p.305）

石炭火力を止める運動などに関わることは、勇気がいるし、すぐの実践は難しいかもしれない。けれど、リサイクルやエアコンの温度調節などの個人の

行動だけでは効果は問題解決には全く足らないため、それぞれの地域や職場で自分なりの関わり方を見つけ、仲間を作って一緒に実践したり、自治体や
企業の行動や対策の強化につ投げる行動は、誰でも始められる。
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Change is Possible!

ご清聴ありがとうございました


